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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第61期

第１四半期連結
累計期間

第62期
第１四半期連結

累計期間
第61期

会計期間
自2023年２月21日
至2023年５月20日

自2024年２月21日
至2024年５月20日

自2023年２月21日
至2024年２月20日

売上高 （千円） 4,019,733 3,853,524 21,737,710

経常利益又は経常損失（△） （千円） △270,399 △39,213 1,427,783

親会社株主に帰属する当期純利益

又は親会社株主に帰属する四半期

純損失（△）

（千円） △223,998 △758,768 1,378,866

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 160,095 △445,368 2,354,349

純資産額 （千円） 32,797,980 34,117,759 34,752,351

総資産額 （千円） 49,123,070 49,451,990 49,271,559

１株当たり当期純利益又は１株当

たり四半期純損失（△）
（円） △8.50 △28.69 52.23

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － 52.10

自己資本比率 （％） 66.6 68.8 70.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第61期及び第62期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式

は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第１四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

①　経営成績の状況

当社グループでは、国内外の衛生用品メーカーを中心に衛生用品製造機械等の提案活動を積極展開するとと

もに、受注済みの機械製造案件や改造案件の早期完成・引渡し、部品販売の促進に努めることで、売上拡大を

図っております。

当第１四半期連結累計期間の売上高は、3,853百万円（前年同四半期比4.1％減）となり、主な製品別売上高

では、生理用ナプキン製造機械1,129百万円（同82.7％増）、小児用紙おむつ製造機械1,000百万円（同13.8％

増）、大人用紙おむつ製造機械887百万円（同48.8％減）、部品601百万円（同16.5％増）、その他235百万円

（同13.9％減）となりました。

利益面では、前第１四半期連結累計期間と比較して原価率は低下したものの、減収の影響を吸収しきれず営

業損失は132百万円（前年同四半期は営業損失361百万円）、経常損失は39百万円（前年同四半期は経常損失270

百万円）となりました。また、保有株式の縮減に伴い投資有価証券売却益を特別利益に計上しましたが、グ

ループ内の資金政策の見直しに伴う税効果会計の処理（一過性の費用計上）の影響により、親会社株主に帰属

する四半期純損失は758百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失223百万円）となりまし

た。

なお、当社グループは、生理用ナプキン製造機械及び紙おむつ製造機械等の一般産業用機械・装置製造業及

びその他の事業でありますが、その他の事業の全セグメントに占める割合が僅少であり、開示情報として重要

性が乏しいため、セグメント情報の記載を省略しております。

②　財政状態の状況

（資産合計）

　当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ180百万円増加し49,451百万円となり

ました。電子記録債権が737百万円、投資有価証券が571百万円、売掛金が297百万円及び原材料及び貯蔵品が

114百万円減少いたしましたが、現金及び預金が1,173百万円、仕掛品が406百万円、建設仮勘定が207百万円及

び土地が189百万円増加いたしました。

（負債合計）

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ815百万円増加し15,334百万円となりました。電子記録債務が757百万

円及び長期借入金が125百万円減少いたしましたが、繰延税金負債が813百万円、契約負債が380百万円及び未

払法人税等が220百万円増加いたしました。

（純資産合計）

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べ634百万円減少し34,117百万円となりました。為替換算調整勘定が

685百万円増加いたしましたが、利益剰余金が1,022百万円及びその他有価証券評価差額金が375百万円減少い

たしました。

 

(2）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変

更はありません。

 

(4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は31百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当社は、2024年５月８日開催の取締役会において、Delta S.r.l.（本社：イタリア・クレモナ）と持分譲受契約を

締結して同社を子会社化することを決議し、2024年６月10日に持分取得が完了いたしました。詳細は、「第４　経理

の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」をご参照ください。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 76,000,000

計 76,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（2024年５月20日）

提出日現在発行数(株)
（2024年７月４日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,800,000 28,800,000
東京証券取引所

プライム市場
単元株式数100株

計 28,800,000 28,800,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

当第１四半期会計期間において発行した第三者割当による行使価額修正条項付第６回新株予約権は、次のとお

りであります。

決議年月日 2024年２月26日及び３月４日

新株予約権の数（個）※ 40,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式　4,000,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ （注）４、５、６

新株予約権の行使期間※ 自　2024年３月22日　至　2027年３月23日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※
（注）10

新株予約権の行使の条件※ （注）８

新株予約権の譲渡に関する事項※ －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項※
（注）９

※　新株予約権の発行時（2024年３月21日）における内容を記載しております。

（注）１．当該新株予約権は行使価額修正条項付新株予約権であります。

２．本新株予約権の目的である株式の種類及び数

(1)本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式4,000,000株とする（本新株予約権

１個当たりの目的たる株式の数（以下「割当株式数」という。）は100株とする。）。但し、下記第

(2)号乃至第(5)号により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は

調整後割当株式数に応じて調整されるものとする。

(2)当社が当社普通株式の分割、無償割当て又は併合（以下「株式分割等」と総称する。）を行う場合

には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨て

る。

調整後割当株式数＝調整前割当株式数×株式分割等の比率

(3)当社が第６項の規定に従って行使価額（以下に定義する。）の調整を行う場合（但し、株式分割等

を原因とする場合を除く。）には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じ

る１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、

第６項に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。

　　　　　　　　　　　調整前割当株式数 × 調整前行使価額

調整後割当株式数 ＝ ────────────────────
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　　　　　　　　　　　　　　　調 整 後 行 使 価 額

(4)本項に基づく調整において、調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る第６項第(2)号、第

(5)号及び第(6)号による行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日と

する。

(5)割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予

約権に係る新株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）に対し、かかる調整を行う旨並びにそ

の事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知す

る。但し、第６項第(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができ

ない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

３．各本新株予約権の払込金額

金740円（本新株予約権の目的である株式１株当たり7.40円）

４．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

(1)各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株式数を

乗じた額とする。

(2)本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下「行使価額」と

いう。）は、当初1,594円とする。

５．行使価額の修正

①本新株予約権の各行使請求の効力発生日（以下「修正日」という。）の直前取引日の株式会社東京証

券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場合には、その直前の終値）

（以下「東証終値」という。）の91％に相当する金額の１円未満の端数を切り捨てた金額（以下「修

正日価額」という。）が、当該修正日の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合又は下回る場合

には、行使価額は、当該修正日以降、当該修正日価額に修正される。但し、修正日にかかる修正後の

行使価額が1,061円（以下「下限行使価額」といい、第６項の規定を準用して調整される。）を下回

ることとなる場合には行使価額は下限行使価額とする。

６．行使価額の調整

(1)当社は、当社が本新株予約権の発行後、下記第(2)号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更

を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」と

いう。）をもって行使価額を調整する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新発行・処分株式数×１株当たりの払込金額

　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数＋────────────────────

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　時価

調整後行使価額＝調整前行使価額×───────────────────────────

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数

(2)行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に

定めるところによる。

①下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の

保有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む。）（但し、譲渡制限付株式

報酬制度に基づき株式を交付する場合、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）

の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権

利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換、株式交付又は合併によ

り当社普通株式を交付する場合を除く。）

　調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当て

の場合はその効力発生日とする。）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受け

る権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

②株式の分割により普通株式を発行する場合

　調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

③下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請

求権付株式又は下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求

できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行又は付与する場合（無償割

当てによる場合を含む。但し、ストックオプション制度に基づき新株予約権を交付する場合を除

く。）

　調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件

で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権

（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の場合は割当日）以降又は（無償割当ての場合は）

効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場

合には、その日の翌日以降これを適用する。
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④当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の取得と引換えに下記第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付す

る場合

　調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

　上記にかかわらず、当該取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付された

ものを含む。）に関して、当該調整前に本号③による行使価額の調整が行われている場合には、調

整後行使価額は、当該調整を考慮して算出するものとする。

⑤上記①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日以降の株主総会、

取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、上記①乃至③にかかわらず、調整後

行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌

日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした本新株予約権者に対しては、次の

算出方法により、当社普通株式を交付する。

(調整前行使価額－調整後行使価額) ×
調整前行使価額により

当該期間内に交付された株式数

株式数＝─────────────────────────────────────

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調整後行使価額

　この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。

(3)行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどまる

場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使

価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額

を差し引いた額を使用する。

(4)①行使価額調整式の計算については、円位未満小数第１位まで算出し、小数第１位を四捨五入す

る。

②行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日（但し、本項第(2)号⑤

の場合は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日（東証終値のない日数を除く。）の東証終

値の平均値とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで算出し、小数第１位を四

捨五入する。

③行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日があ

る場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月

前の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を

控除した数とする。また、上記第(2)号②の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株

式数は、基準日において当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を含まない

ものとする。

(5)上記第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予

約権者と協議の上、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。

①株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換、株式交付又は合併のために行使価額の調整を必要

とするとき。

②その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由等の発生により行使価額の調

整を必要とするとき。

③行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出に

あたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(6)上記第(2)号の規定にかかわらず、上記第(2)号に基づく調整後行使価額を初めて適用する日が第10

項に基づく行使価額の修正日と一致する場合には、当社は、必要な行使価額及び下限行使価額の調整

を行う。

(7)行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権

者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整後行使価額及びその適用開始

日その他必要な事項を書面で通知する。但し、上記第(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日

までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

７．本新株予約権を行使することができる期間

2024年３月22日から2027年３月23日までとする。

８．その他の本新株予約権の行使の条件

各本新株予約権の一部行使はできない。

９．本新株予約権の取得

(1)当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期日の

翌日以降、会社法第273条及び第274条の規定に従って通知をした上で、当社取締役会で定める取得日

に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株
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予約権の全部又は一部を取得することができる。一部取得をする場合には、合理的な方法により行う

ものとする。

(2)当社は、2027年３月23日に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を

除く。）の保有する本新株予約権の全部を取得する。

(3)当社は、当社が消滅会社となる合併又は当社が完全子会社となる株式交換、株式交付若しくは株式

移転（以下「組織再編行為」という。）につき公表を行った場合又は当社株主総会で承認決議した場

合、会社法第273条の規定に従って取得日の２週間前までに通知をした上で、当該組織再編行為の効

力発生日より前のいずれかの日に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当

社を除く。）の保有する本新株予約権の全部を取得する。

(4)当社は、当社が発行する株式が株式会社東京証券取引所により監理銘柄、特設注意市場銘柄若しく

は整理銘柄に指定された場合又は上場廃止となった場合には、当該銘柄に指定された日又は上場廃止

が決定した日から２週間後の日（休業日である場合には、その翌営業日とする。）に、本新株予約権

１個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部を取

得する。

10．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定める

ところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を

生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増

加する資本金の額を減じた額とする。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高

（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2024年２月21日～

2024年５月20日
－ 28,800,000 － 1,888,510 － 2,750,330

　（注）１．2024年３月５日提出の訂正有価証券届出書に記載いたしました「手取金の使途」につきまして、その使途の

区分ごとの金額及び支出予定時期に下記のとおり変更が生じております。

（変更前）

具体的な使途 金額（千円） 支出予定時期

①　Delta S.r.l.の持分取得及び第三者割当増資の引受 546,000 2024年３月～2024年４月

②　M&A、資本・業務提携 4,000,000 2024年３月～2027年３月

③　研究開発 1,853,000 2024年３月～2027年３月

合計 6,399,000 －

 

（変更後）

具体的な使途 金額（千円） 支出予定時期

①　Delta S.r.l.の持分取得及び増資の引受 556,234 2024年５月～2024年６月

②　M&A、資本・業務提携 4,000,000 2024年３月～2027年３月

③　研究開発 1,842,766 2024年３月～2027年３月

合計 6,399,000 －
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（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2024年２月20日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

    2024年５月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 2,380,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 26,412,800 264,128 －

単元未満株式 普通株式 7,000 － －

発行済株式総数  28,800,000 － －

総株主の議決権  － 264,128 －

　（注） 単元未満株式には、当社所有の自己株式13株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年５月20日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社瑞光

大阪府茨木市

彩都はなだ二丁目

１番２号

2,380,200 － 2,380,200 8.26

計 － 2,380,200 － 2,380,200 8.26

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2024年２月21日から2024

年５月20日まで）及び第１四半期連結累計期間（2024年２月21日から2024年５月20日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年２月20日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年５月20日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 14,482,264 15,655,752

受取手形 － 39,820

売掛金 1,708,168 1,410,818

契約資産 7,708,755 7,672,861

電子記録債権 2,219,859 1,482,823

商品及び製品 108,821 88,149

仕掛品 2,862,725 3,269,522

原材料及び貯蔵品 2,034,191 1,919,900

その他 1,429,213 1,433,462

貸倒引当金 △148,402 △154,463

流動資産合計 32,405,597 32,818,648

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 8,308,610 8,311,842

機械装置及び運搬具（純額） 867,921 859,002

土地 4,959,522 5,148,642

リース資産（純額） 16,177 14,799

建設仮勘定 28,311 235,925

その他（純額） 414,226 394,689

有形固定資産合計 14,594,768 14,964,901

無形固定資産 647,296 640,997

投資その他の資産   

投資有価証券 1,429,469 858,101

繰延税金資産 95,031 62,225

長期預金 34,572 39,428

破産更生債権等 13,067 13,067

その他 64,823 67,686

貸倒引当金 △13,067 △13,067

投資その他の資産合計 1,623,896 1,027,442

固定資産合計 16,865,962 16,633,341

資産合計 49,271,559 49,451,990
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年２月20日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年５月20日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,108,409 1,127,436

電子記録債務 2,426,378 1,668,948

１年内返済予定の長期借入金 250,000 250,000

リース債務 20,613 20,008

未払金 694,326 931,924

未払法人税等 41,799 262,303

契約負債 1,794,658 2,175,236

賞与引当金 305,307 345,915

役員賞与引当金 14,000 7,000

製品保証引当金 66,047 79,298

株主優待引当金 22,744 －

受注損失引当金 29,211 70,419

その他 127,492 112,564

流動負債合計 6,900,987 7,051,055

固定負債   

社債 5,000,000 5,000,000

長期借入金 2,250,000 2,125,000

リース債務 10,993 9,470

長期未払金 298,322 277,453

退職給付に係る負債 58,905 57,391

繰延税金負債 － 813,859

固定負債合計 7,618,220 8,283,175

負債合計 14,519,208 15,334,230

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,888,510 1,888,510

資本剰余金 2,845,623 2,882,744

利益剰余金 27,774,080 26,751,113

自己株式 △561,146 △552,624

株主資本合計 31,947,066 30,969,743

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 895,200 520,102

土地再評価差額金 △752,204 △752,204

為替換算調整勘定 2,679,660 3,365,422

退職給付に係る調整累計額 △58,128 △55,392

その他の包括利益累計額合計 2,764,528 3,077,928

新株予約権 40,755 70,087

純資産合計 34,752,351 34,117,759

負債純資産合計 49,271,559 49,451,990
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年２月21日
　至　2023年５月20日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年２月21日
　至　2024年５月20日)

売上高 4,019,733 3,853,524

売上原価 3,500,663 3,161,205

売上総利益 519,069 692,319

販売費及び一般管理費 880,276 824,947

営業損失（△） △361,206 △132,628

営業外収益   

受取利息 30,902 27,096

受取配当金 5,409 2,536

為替差益 25,074 69,118

補助金収入 29,400 －

その他 15,249 14,855

営業外収益合計 106,035 113,606

営業外費用   

支払利息 5,875 4,094

社債利息 5,852 5,917

新株予約権発行費 － 9,505

その他 3,500 673

営業外費用合計 15,228 20,191

経常損失（△） △270,399 △39,213

特別利益   

投資有価証券売却益 － 533,635

特別利益合計 － 533,635

特別損失   

固定資産除却損 200 0

リース解約損 1,428 －

特別損失合計 1,628 0

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△272,027 494,421

法人税、住民税及び事業税 5,374 240,611

法人税等調整額 △53,403 1,012,578

法人税等合計 △48,029 1,253,190

四半期純損失（△） △223,998 △758,768

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △223,998 △758,768
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年２月21日
　至　2023年５月20日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年２月21日
　至　2024年５月20日)

四半期純損失（△） △223,998 △758,768

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 70,958 △375,097

為替換算調整勘定 313,354 685,761

退職給付に係る調整額 △218 2,735

その他の包括利益合計 384,094 313,399

四半期包括利益 160,095 △445,368

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 160,095 △445,368

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（追加情報）

（繰延税金負債の計上）

　当社は、連結子会社から当社への配当方針の見直しに伴い、当第１四半期連結累計期間に子会社の留保利益に

係る将来加算一時差異について繰延税金負債1,073,648千円を計上しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2023年２月21日
至 2023年５月20日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2024年２月21日
至 2024年５月20日）

減価償却費 206,198千円 204,237千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2023年２月21日　至　2023年５月20日）

　　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月18日

定時株主総会
普通株式 450,556 17.10 2023年２月20日 2023年５月19日 利益剰余金

（注）１株当たり配当額17円10銭には、特別配当９円00銭を含んでおります。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2024年２月21日　至　2024年５月20日）

　　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月17日

定時株主総会
普通株式 264,197 10.00 2024年２月20日 2024年５月20日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、生理用ナプキン製造機械及び紙おむつ製造機械等の一般産業用機械・装置製造業及びその

他の事業でありますが、その他の事業の全セグメントに占める割合が僅少であり、開示情報としての重要性が

乏しいため、セグメント情報の記載を省略しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第１四半期連結累計期間（自　2023年２月21日 至　2023年５月20日）

 (単位：千円)

 合計

一時点で移転される財又はサービス 928,668

一定の期間にわたり移転される財又はサービス 3,091,065

顧客との契約から生じる収益 4,019,733

その他の収益 －

外部顧客への売上高 4,019,733

 

当第１四半期連結累計期間（自　2024年２月21日 至　2024年５月20日）

 (単位：千円)

 合計

一時点で移転される財又はサービス 1,897,450

一定の期間にわたり移転される財又はサービス 1,956,073

顧客との契約から生じる収益 3,853,524

その他の収益 －

外部顧客への売上高 3,853,524
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損失及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2023年２月21日
至 2023年５月20日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2024年２月21日
至 2024年５月20日）

(1）１株当たり四半期純損失（△） △8円50銭 △28円69銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失

（△）（千円）
△223,998 △758,768

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純損失（△）（千円）
△223,998 △758,768

普通株式の期中平均株式数（株） 26,348,312 26,443,936

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 － －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 102,700 112,327

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

（注）前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

（重要な契約等の締結）

当社は、2024年５月８日付「Delta S.r.l.の持分取得による子会社化に関するお知らせ」において公表いたしま

した、Delta S.r.l.の持分の取得による連結子会社化について、2024年６月10日に持分取得が完了いたしまし

た。

 

取得する子会社の概要

（１） 名 称 Delta S.r.l.

（２） 所 在 地 Via Gerola, 34, 26010 Fiesco CR Italy

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 Angelo Ghidelli, President & CEO

（４） 事 業 内 容 衛生用品の製造機械の製造・販売

（５） 資 本 金 80千ユーロ

（６） 設 立 年 月 日 2002年４月26日

※1ユーロ＝169.69円（2024年６月７日時点）

 

取得持分割合、取得価額及び取得前後の所有持分の状況

（１） 異 動 前 の 持 分 比 率 －

（２）
譲 受 に よ る

取 得 持 分 比 率
90.0％（※）

（３）
増 資 に よ る

取 得 持 分 比 率
0.0％（※）

（４） 取 得 価 額

持分譲受による取得価額：820千ユーロ

増資による取得価額：2,300千ユーロ

アドバイザリー費用等（概算）：230千ユーロ

合計（概算）：3,350千ユーロ

（５） の れ ん の 金 額 監査法人と協議中であり、現時点では確定しておりません。

（６） 異 動 後 の 持 分 比 率 90.0％

（※）2024年２月26日付「持分取得及び第三者割当増資引受に向けた基本合意締結に関するお知らせ」において

は、譲受による取得持分比率23.7%、第三者割当増資による取得持分比率66.3%を予定しておりましたが、

協議の結果、譲受により持分比率90%を取得し、増資は全額資本剰余金に組入れることにより当社の持分

比率は増加しないこととなりました。

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

２０２４年７月４日

株式会社瑞光

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

大阪事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙　田　康　弘

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 福　竹　　　徹

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社瑞光

の２０２４年２月２１日から２０２５年２月２０日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（２０２４年２月２１

日から２０２４年５月２０日まで）及び第１四半期連結累計期間（２０２４年２月２１日から２０２４年５月２０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社瑞光及び連結子会社の２０２４年５月２０日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）　1．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　2．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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